
独立行政法人日本医療研究開発機構法案 

 医療分野の研究開発及びその環境の整備の実施・助成等の業務を行うことを目的とする独立行政法
人日本医療研究開発機構を設立することとし、その名称、目的、業務の範囲等について定める。 

１．（独）日本医療研究開発機構の設立（第１条～第３条） 
 ○ 医療分野の研究開発における基礎から実用化までの一貫した研究開発の推進・成果の円滑な実用化及び医療分野の研究開発の 
  ための環境の整備を総合的かつ効果的に行うため、健康・医療戦略推進本部が作成する医療分野研究開発推進計画に基づき、医療 
  分野の研究開発及びその環境の整備の実施、助成等の業務を行うことを目的とする、独立行政法人日本医療研究開発機構を設立し、 
  その名称、目的、業務の範囲等に関する事項について定める。 
 
２．（独）日本医療研究開発機構の業務（第16条） 
  ① 医療分野の研究開発及びその環境の整備を行うこと 
    （例：委託事業として、京都大学におけるｉＰＳ細胞を使った再生医療の研究及びその研究に必要な研究機器の整備を行うなど） 

  ② ①の業務に係る成果を普及し、及びその活用を促進すること 
    （例：医薬品開発における基礎的な研究の成果を製薬企業等に紹介し、実用化開発を促進するなど） 

  ③ 医療分野の研究開発及びその環境の整備に対する助成を行うこと 
    （例：バイオ医薬品の製造技術の開発に対する補助、臨床研究を実施する上での体制の整備のための補助を行うなど） 

  ④ ①～③の業務に附帯する業務を行うこと 
    （例：国内外における研究開発・技術開発の動向調査、研究成果の広報、研究を通じた国際協力など） 

 
３．健康・医療戦略推進本部の関与（第８条・第20条） 
 ○ 理事長及び監事の任命並びに中期目標の策定等に当たって、健康・医療戦略推進本部の意見を聴くこととする。 

法律案の概要  

                             
○ 一部の規定を除き、公布日（附則第１条）（法人の設立は平成27年４月１日を予定） 

施行期日  
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